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経済秩序の決定要因諭の検討
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はじめに
この小論の目的は，経済秩序の決定要因について代表的な論者の所論として
ベータァス（H.-R. Peters）の所論を吟味し，検討することによって，望ま
しい経済秩序を形成するために不可欠の決定要因を考究することである。
ペータァスの所論を選んだのは，今のところまだその所論全体の紹介も所論
の中の経済秩序の決定要因に関する議論も吟味なく，批判的検討も加えられて
いないからである。
経済秩序の決定要因のーっとして「観念形態Jがあることは，すでに拙稿I)
において考究ずみであるが，代表的な論者の様々な所論が提示されているので，
経済秩序論そのものを大別した類別が必要である。その類別の意義を考えてお
くことが必要になる。このような経済秩序の決定要因論の課題設定にも注目す
ることによって，ベータァスの所論を位置づけることができると考える。さら
に，経済秩序の決定要因として何を強調するのか。その決定要因の種類を提示
し，その特徴を捉えて体系化し，それによって経済秩序を類型化することが必
要である。
このような問題意識に基づく小論の方法論的展開は，次のとおりである。第
1節では，経済秩序の決定要因論を類別する意義を考える。第2節では，経済
秩序の類別に必要な決定要因の選択問題をあらかじめ意識する。第3節では，
経済秩序の主要な決定要因の種類と体系化を試みた経済秩序の決定要因論，す
なわち，ベータァスの所論を吟味し，検討する。最後に，全体をまとめ，主張
点を明示して，むすびとする。
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第 1節 経済秩序の決定要因論の類別の意義
経済秩序の決定要因論を類別するとき大事なことは，現実の経済構造の特殊
性を確認し，場合によってはその経済構造を他の経済秩序の形態の範囲と一線
を画することである。経済秩序論において長い間にわたって秩序の枠組みの確
認に集中していたという非難があるのも無理もないことである。そうであると
しても，経済秩序の決定要因論の類別そのものを過小評価してはいけないと考
える。多数の経済現象とそれに影響を及ぼす諸要因，経済秩序を明確に表すよ
うな様々な決定要因を抜粋し，選択する場合において，経済秩序の決定要因論
を類別するときの問題設定の中心は，経済秩序の特徴を明白にできる範轄と図
式を仕上げるという点にあると考える。
経済秩序の個々の決定要因のみならず，経済秩序の特徴を明白にするという
意義は，次の少なくとも四つのことに基づいていると考える。
まず第lに，経済秩序の特徴は情報の価値と情報の準備を明白にするという
点にあるということである。経済秩序の決定ができない場合には，経済秩序に
関する個々の情報を殆ど効率的に満たせないし 比較もできないと思われる。
第2に，経済秩序の決定要因論を類別するときには もう一つの認識が必要
であり，この認識は経済事象の秩序条件から生じるということである。この意
味で，様々な秩序条件は経済主体の行動様式のための原因要素であり，経済的
社会的経過のための様々な原因要素である。
同様なことは，例えば，シャツハトシャーベル（H.G. Schachtschabel) 
も「異種の経済現象と多種多様な経済経過のみならず，種々の諸関係と多様な
諸条件を伴う人間生活の複雑さについて確実な展望を行い 従って根本的な認
識を得ることは科学的研究の決定的な範障であるJ2）ということからも言える。
経済秩序論という政策科学の領域では，常にその科学的目的がどこにあるの
かを探究する。この科学的研究の目的を正確な方法で取り扱い，その方法に基
づいて探究し，その目的達成のために投入した手段の意義を明らかにすること
が必要である。この点について，例えば，オーム（H.Ohm）が指摘している
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ように，「科学的研究の目的が実践的行動に対応して発展した論拠を伴う類別，
秩序あるいは体制を提案する研究に存在することを確証できる。」 3)
第3に，経済秩序の決定要因論の類別は経済体制の類別を目指そうとする認
識を助ける機能を果たすということである。経済秩序を構成する決定要因の同
じあるいは類似の明白な特徴がある場合には 他のマクロ経済の仮説や経済政
策問題の解決は，比輪的にみれば，本来の経済秩序に基づいている。
第4に，経済秩序の決定要因の探究は現在の経済秩序あるいは過去の経済秩
序の体制的解明だけでは不可能であり，経済秩序の仮説形成はその現実の経済
秩序に基づいて求められることを考慮すべきであるということである。この点
からみれば，経済秩序の決定要因論の類別を通じて形成できることがある。そ
れは経済秩序の明白な形成とその調和に関する問題を通じて相互に充填できる
望ましい経済秩序の形態を構想する用語上の枠組みである。
このような四つの機能に基づいて，経済秩序の決定要因論を類別する課題設
定の核心は次のようにまとめて説明できる。「複雑な社会体制における思惟を
秩序づけ，具体的な体制の分析研究や体制比較研究を導くことができる利用可
能な概念的で，しかも理論的に関連し合った枠組みが求められる。J4) 
第2節経済秩序の類別に必要な決定要因の選択
経済秩序の決定要因を認識対象とする場合には その決定要因を豊富にする
ことが必要である。このことは経済秩序の決定要因を類別しようとする認識に
関連して経済秩序を構成する決定要因を調整することである。この場合，その
重要性に関わる所与の問題がある。それは経済秩序の明白な標徴に関する「浅
薄さと果てしない欲求の両難にはさまれたJ5）操縦の問題として明白にできる
問題である。従って，経済秩序を構成する決定要因をまとめて表す場合，それ
から求めた決定要因の重要性に関する問題は，必然的に経済秩序に基づいた明
白な性格を形成する。「その場合には，現実のあるいは利用可能な多様性から
抽象的な一般概念を用いて形成している。どのアプローチを選ぼうとも，常に
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類、型，体制，秩序の非客観的な意味の基準に関する問題が相互に役割を果たし
ている。」6)
いずれにしても，経済秩序の決定要因論の類別基準については客観化できな
いが，概念的に類別した図式の構成が問題であるから，なぜ選択した経済秩序
の標徴がその時々の論者の見解いかんによって明白になるのであろうか。この
点については，経済秩序の決定要因を選択する場合には，主観的に承認された
規準を明確に導くことができる。その取り扱い方は再構成し，また判断できる
ものである。それによって経済秩序を構成する決定要因を選択する場合に生じ
る任意性を避けることができる。
このような経済秩序の決定要因を選択する問題は，この小論で直接考究の対
象にしていない経済体制の決定要因の選択問題についても十分に該当すること
である。過去40年間において英語圏（アングロ・サクソン圏）によく登場して
きた「比較経済体制」（comparativeeconomic systems）は，経済体制の決
定要因を類別するという重要性を無視している。例えば，クニルシュ（P.
Knirsch）が「素朴な経験主義」（naiverEmpirismus) 1＞と名づけたこと，す
なわち，多様な異なる反応体制ないし調整体制の機能様式及びその制度的で，
しかも組織的な枠組みの詳細な叙述で表したことに制約しようとしていること
が多い。
そのような比較経済体制を経験的に明白に叙述した方向で類別するためには，
経済秩序を構成する決定要因を類別する問題を熟慮すべきである。
この問題は方法論的には不十分であっても，すでに様々な経済発展段階論の
対象になっている。実際，例えば，ゾムバルト（W.Sombart）によれば，そ
の経済発展段階論者の思惟を用いて間接的に詳しく分析したアプローチを援用
している。つまり，ゾムバルトはあらゆる文化科学に関して，また歴史体制の
課題設定を強調して 次のように考えている。「あらゆる文化科学の課題は一
一文化科学から創り出された様々な文化現象をその歴史上の特殊性で把握する
手段と方法を見つけることである。その歴史上の具体性を目立たせて歴史上の
-4 (4) -
立場を決定し，他の具体化した同様な文化理念の特徴を区別することを学んで，
いわば科学的成熟を生み出すのが特定の文化領域である。J8) 
次の節から吟味し 検討を加えるベータァスの経済秩序の決定要因論は，む
しろその時々の重要な問題の扱い方に応じて吟味して評価し，あるいは批判的
に検討できるものである。
第3節 経済秩序の主要な決定要因の種類と体系化を試みた経済秩
序の決定要因論
様々な経済現象や影響要因が溢れる中から経済秩序の核心を明白にできるよ
うな経済秩序の決定要因をまとめて表すことが必要である。このことは経済秩
序の決定要因論の機能に関することである。この経済秩序の決定要因論の機能
に関する経済秩序の決定要因を明らかにし，それによって特定の前提に基づく
経済秩序の類型を明らかにするために ここでは ベータァス（H.-R. 
Peters）の所論を取り上げて吟味し，検討する。
経済秩序の概念
すでに拙稿で吟味し，検討を加えた経済秩序の諸概念規定とは別に，経済秩
序の概念を限定する。つまり，ベータァスは経済秩序とは「経済経過と経済発
展にとって決定的である法的諸条件と同様に具体化した形態論的・制度的秩序
要素の総括であると定義」（Wirtschaftsordnungdefiniert als Gesamtheit 
der verwirklichten morphologischen und institutionellen Ordnungsele甲
mente sowie der rechtlichen Rahmenbedingungen, die fir die Wirtschaft-
sprozesse und die W irtschaf ts en t wickl ung bestimmend sind. ) 9lしている。
2 経済秩序の決定要因の種類
現実の複雑な経済とその多様な影響要因から経済秩序を構成する諸要因，す
なわち，経済秩序の決定要因の若干の種類を抽出できる。この種類を考える際
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に，オイケン（W.Eucken）の所論に依拠しているところがある。
その経済秩序の決定要因として，オイケンは「成長する秩序要因」（gewach-
sene Ordnungselemente）と「設定された秩序要因」（gesetzteOrdnungseleme-
nte）を挙げている。 I0）この「成長する秩序要因J，例えば，習慣，伝統などの
要因で経済秩序の決定要因を明白にできるのは やはり現在の発展途上国の経
済秩序であろう。これに対して，「設定された秩序要因」は成熟した産業のあ
る先進国の経済秩序である。この経済秩序は通常法的で しかも組織的な種類
の設定された秩序である。
これらのことを考えたベータァスは経済秩序の決定要因として，道徳的決定
要因，精神的決定要因，形態論的決定要因，法的決定要因及び制度的決定要因
の5種類の決定要因を挙げている。
経済秩序は特定の秩序理念を反映できる秩序が実在したものであるが，無条
件のものであってはならない。経済法制，秩序理念は，部分的にみれば，実際
の実在する秩序と一致する。それによって，法的決定要因と精神的決定要因は
ある経済秩序の特徴を効果的に明らかにできる場合には それらの決定要因は
意味のあるものである。経済秩序の特徴を明白にできる決定要因は，常にいず
れにしても実際の秩序を創り出す「物的構成要因」に帰属すべきものである。
経済秩序の一般的な決定要因を選択し経済秩序の類型を首尾よく構築する
ためには，経済秩序の決定要因論の類別は若干の仮に経済秩序を構成する決定
要因に限定できるし，また限定することも必要である。それに対して，具体的
な経済秩序を比較すべきであるから，経済秩序のすべての意味のある決定要因
は一般的に認められた諸決定要因あるいは諸標徴に基づいて合目的的にその比
較を考えることこそ必要である。
3 経済秩序の構成的決定要因
経済秩序を構成し，変形させる多数の決定要因は，それらの特徴をみる限り，
同じ価値のものではない。ベータァスによれば，経済秩序は通常その特徴の核
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心となる物的様式 法的様式及び精神的様式の構成的決定要因と偶有的にのみ
秩序政策の構成力があるような秩序形態を表している。この意味で，ベータア
スは次のような「経済秩序の構成的決定要因」（KonstitutiveBestimmungs-
faktoren von Wirtschaftsordnungen) 11 ＞を提示している。
経済秩序がただ一度きり決まる構造的要因を確定づける決定要因の目録づく
りは不可能である。過去の経済秩序と現在の経済秩序の構成的決定要因はいつ
か偶有的決定要因となり 逆に今日の決定要因の補充は経済秩序を本質的に区
別する決定要因あるいは標徴になることが考えられる。例えば，両極端の体制
である誘導体制と調整体制の一つがその時々の生産手段の典型的な処分権の方
式を決める体制である場合には 具体的な経済秩序の階序をつけた区別に対し
て，結果的に今日でもなお偶有的とみなされた諸要因に関連する体制であると
みなすことができる。むろん現在の経済秩序の二つの物的構成要因，すなわち，
生産手段の処分権のみならず誘導体制と調整体制の形態は経済秩序の特徴を
明白にする力を失っている。
多様な経済秩序を含めた体制論が市場経済的に指向した体制，中央管理経済
的に指向した体制の誘導体制と調整体制を同等視する場合には，概して技術的
にみて同じ傾向，すなわち 体制中立的な技術 つまり体制に左右されない技
術，計画の必然性に基づいており，根本的な社会政策の目的の差異や確定した
支配体制を無視していることになる口
この構成的要因が変わる可能性はある。この可能性は，例えば，習慣や伝統
のような秩序の決定要因は経済史では顕現しているものであるからこそ構成的
とみなされた点に表されている。
(1）物的構成要因
何が物的構成要因になるのかについて説明する。
① マクロ経済の誘導体制と調整体制
マクロ経済の誘導体制と調整体制には課題がある。それは，経済的にみれば，
経済主体の諸計画や諸行動が相互に決定されるので，あらゆる経済行動の目的，
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すなわち，財の希少性を克服できる可能性があるということである。
そのことから，マクロ経済でみれば，市場経済指向的な秩序における好況期
あるいは後退期でみることができる。また，ある特定の経済部門の部門別経済
計画の達成は指令的あるいは命令的に作用すべきことであるから，マクロ経済
の誘導体制と調整体制にメゾ経済部門の機能も書き加えることが必要である。
そのような誘導体制と調整体制の基本形態は実際には事前に見つけることが
できる。市場経済体制と中央管理経済体制と並んで，今日ではさらに二つの誘
導体制，すなわち，総需要管理型市場経済体制と経済部門管理型市場経済体制
が現実のものとなっているからである。
総需要管理型市場経済体制は，国家が行うマクロ経済関係の誘導と調整いか
んによって大きな影響を受けるので，景気の過熱や長ヲ｜く不況や恐慌などの極
端な循環状態を避けるためにも，国家が行う政策は市場機構と価格機構の状態
を十二分に把握したものとなるべきである。
経済部門管理型市場経済体制では，ミクロ経済の市場誘導と市場調整は経済
部門の構造と発展に関して国家が指令した諸計画の影響を受ける。
② 生産手段の処分権の自由
生産手段の自由な処分権（ないし使用権）の自由を持つ者は，民間人，労働
組合，公務員などである。生産手段の私的所有権は生産手段の処分権の自由の
基礎となるものである。
③ 市場経済の誘導体制とは無関係の生産手段の処分権の自由
経済秩序の二つの物的構成要因の聞には狭い相互関係がある。経験的にみれ
ば，市場経済の誘導体制と調整体制は生産手段が私的処分権の場合だけに与え
られている場合，生産手段の分権的で，しかも経済的な無制限な処分権を前提
とする。通常国家が国家固有のあるいは国民特有の生産手段の管理を任せられ
ているような行動は，企業の行動範囲を限定する特殊な法的決定などと結びつ
いている。
中央管理経済の誘導体制と調整体制は，通常国家，中央官庁などの担い手が
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生産手段の私的処分権を左右できる権限を持つ場合だけに機能するものである。
現在の経済秩序では 市場経済的な誘導体制と調整体制も中央管理経済的な誘
導体制と調整体制も生産手段の私的処分権と公的処分権の形態を相互に見つけ
ることができる。この場合，経済秩序の性格を決めることは誘導体制と調整体
制の一つの形態あるいは他の形態及びその時々の有力な生産手段の処分権の自
由である。
中央管理経済的に指向した誘導体制と調整体制は，主要な生産手段の公的処
分権を結びつける傾向がある。
これに対して，市場経済的に指向した誘導体制と調整体制は生産手段の無制
限の処分権を優先的に結びつけるものである。
マクロ経済の誘導体制と調整体制の形態の典型的な組み合わせは，次の表3-
1のように生産手段の処分権の方式で表すことができる。 I2) 
表3-1 マクロ経済の誘導体制と調整体制の形態の典型的な組み合わせ
純粋の市場 主要な市場 主要な市場調整と経済部よ中央からの 中央からの
調整 調整と総需 門への指令的調整 優勢な命令 純粋の調整
要管理的調 的調整
整
生産手段の 生産手段の 生産手段の占生産手段の 生産手段の 生産手段の
私的処分権 主要な私的 主要な私的主要な公的 優勢な公的 公的（特に
のみ 処分権の全 処分権もあ （特に社会） （特に国家 国家ないし
部 るが，注目 処分権 の）処分権 社会の）処
すべき生産 分権のみ
手段の公的
（特に国家
の）処分権B A’ 
経済秩序の 資本主義の 資本主義の 社会主義の 社会主義の
例→ 総需要管理 経済部門管 経済部門管 中央管理経
型市場経済 理型市場経 理型市場経 済（旧ソ連）
（資本主義 済（フラン 済（旧ユー
国） スの部門別 ゴースラヴ
計画） イア）
資料： Peters,H. -R., ,,Hauptsachliche Determinanten von Wirtschaftsordnungen", 
ZeitschriftルrWirt schαifts-und Soziαlwissenschαiften, Bd. 93, 1973, S. 391. 
（注） A A’は誘導体制と調整体制の障壁を示し， BB’は生産手段の処分権の障壁を示
している。
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生産手段の私的処分権が広く使われている経済秩序は 民間資本の秩序と名
づけられ，国家や社会の形態のように圧倒的な公的処分権は社会主義の秩序と
名づけられている。
現在の実際の誘導体制と調整体制は生産手段の現行方式を伴うので，二つの
体制を組み合わせて，今日の実際の経済秩序の特徴を表すことができる。
経済秩序の特徴を明らかにするためには すでに生産手段の処分権ないし使
用権のその時々の方式が含まれている誘導体制と調整体制を判断する決定要因
が十分なものであるという異論は的はずれである。つまり その時々の誘導体
制と調整体制には中央集権的な生産手段の自由な処分権ないし使用権，あるい
は分権的な生産手段の自由な処分権ないし使用権があり 生産手段の私的処分
権あるいは私的処分権はない。
これに対して，経済部門の諸関係を国家が指令する調整で補完した市場経済
的に指向した誘導体制と調整体制（例。フランス）は，これまでやはり生産手
段の主要な私的処分権と物的処分権に従って物的に異常な影響を抑えている。
(2) 法的構成要因
法的構成要因となるものは，「経済法制」である。この経済法制がなぜ法的
構成要因となるのか。それを説明する。
①経済法制
広義の経済体制は ありとあらゆる法律規範とそれから導かれる経済生活の
行動規範が含まれる経済秩序の一部である。 I3）本来の経済体制，つまり狭義の
経済法制には，すべての細かい経済法ではなくて政治体制の経済的に重要な諸
決定と経済秩序政策の基本法の性格を内包する重要な法律規範が含まれてい
るI4）。
さらに，経済法制には政治体制からあるいは他の経済秩序政策の基本法から
導かれるありとあらゆる原則，例えば，自由な基本法の秩序から営業の自由，
消費選択の自由，競争の自由などの原則が含まれている。
過去と現在の具体的な経済秩序は経済生活の法的規則から成り立っている。
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また，経済秩序の基本的性格をみれば，経済的に重要な法律秩序の方式と制
定力は異なっている。自由な方式の経済秩序は大抵の場合多数の細かい法律よ
りも統括した若干の根本的な枠組みを形成する法律 つまり狭義の経済法制に
基づいている。しかし，今日では「自由な国家の法制」（V erf assung eines 
freien Staa tes) 1 5）は危険にさらされている。国家が国民の自由を真剣に熟慮
する場合には，国家の諸法律は一般的に活用できる行動規範に限定させておく
べきである。
その狭義の経済法制の基礎は経済秩序を法的に制定するところにある。この
基礎は大抵の場合政治法制に見つけることができる。政治法制の決定に当たっ
てある特定の経済体制についてはっきりした投票を行わない国では，すべての
法制の性格から，特に経済部門に個々の法制決定を解釈し，適用することによっ
て経済体系に基づく経済法制を折を見て導こうとしている。
経済法制は，部分的には法制の諸原則において一般に認められた法律の解釈
いかんによって，あるいは法制を形成する様々な法律の階序を示す諸法則にお
いて確定しているものである。しかし その実際の経済秩序ではすべての法律
が公開されているわけで、はない。例えば経済的扶養の自由も含まれる個人の
扶養の自由に関する基本法とそれから導かれる自由な営業秩序では営業の自由
のはっきりした根拠となる原則は，国家の生産や管理の貢献を拡大して，これ
までは民間経済で保証された生産を減少させ，結果的に特定の経済部門で事実
上全部生産をやめるものである。経験的にみれば，本来極めて重要な公共財を
守るとき合法的である支配的な市場状態を国家が関わる部門とみなして国家管
理の拡大を図ることは否定されている。例えば 国家の経済独占は民間経済に
作用していく活動領域を創り出す政策を講じる場合には，部分的には職業選択
の自由を侵害することになる。
さらにもう一つの例として，経済法制に関わる経済法制を補完し，それから
導かれる法律原則としては「最高裁判所の判決」がある。この範例は秩序政策
上極めて大きな価値がある。例えば，カルテルの形成に伴う不公正な取引や不
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当な競争に対する判決は，独占を廃し 独占禁止政策 つまり経済秩序政策と
して極めて重大な意義があるわけである。
(3) 精神的構成要因
精神的構成要因となるものは，有力な秩序理念，経済政策構想である。
① 有力な秩序理念
秩序理念は，通常，自由，公正，平等のような社会的諸価値の範騰に位置づ
けられるものであり 大抵の場合 思惟上の秩序体制にまとめられるものであ
るが，例外なく常にあらゆる国の経済秩序を同時に形成するものである。冷戦
時代の西側諸国のような市場経済的に指向した秩序はすべて多少とも自由主義
あるいはその広範な発展によって つまり新自由主義あるいはオルド自由主義
( Ordoliberalismus. ドイツ独特の自由主義である。この経済思想、がドイツの
「社会的市場経済」を形成する基本理念となった。）を理念として形成されてき
た。
これに対して，中央管理経済的に指向した秩序の根源は社会主義などに一義
的に存在する。もちろん古典的自由主義の秩序理念 すなわち，個人の自由な
扶養を要求し，国家に経済的自由の要求を込めた「個人原則」を一括して実現
させることは，どの国家でもこれまでのところ成功していない。この「個人原
則」と対比できる「社会原則」は，完全に中央管理経済の形態において最も強
く反映している強制的な集団的特徴を伴うものであり，複雑な社会においてか
つて完全に実施されていた。
経済秩序では自由主義的な理念も社会主義的な理念も秩序形成力があるとし
ても，やはり大抵の場合二つの秩序理念のうち一つが有力なものであるのに対
して，その時々の両極端の理念は部分領域では偶有的な意義しかないのではな
かろうか。
秩序理念と実際の秩序は相互に大きく現れている。このことは，経験的にみ
れば，秩序理念が是認した観念形態に変わる場合によく現れている。
多くの議会制民主国家には市場経済的に指向した秩序が存在するので，投票
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獲得のための政治的指導は集団の優遇と一部の階層の保護主義によって好まし
い政策を行う場合には，秩序理念と実際の秩序とは一致しない。優遇措置で支
えられたような国家の指導者は自己あるいは所属する政党にとって役立つ集団
の優遇を多種多様な有形無形の形で隠蔽し，その隠れみのを全面に押し立てた
是認を行ってカムフラージュするので，秩序理念と実際の理念が議離している。
このことは今日でもなお秘匿されていることである。
逆に，様々な困窮で苦しんでいる集団や個人，あるいは優遇されていない集
団や個人の要求や圧力は長い間満たされていない。通常，財政の危機や破壊，
貨幣価値の下落，市場経済の失墜、国際的信用の喪失などの様々な困窮が国民
や国家に生じるのは，そのようなことからもたらされるだけでなく，むしろ国
家の指導者の見識のなさや行動力のなさから起こることが多い。
どちらにしても，歴史上の秩序理念は経済秩序の精神的構成要因に対する実
際の経済秩序を明白にした諸要因の検討なく考慮することはできないことを表
している。秩序理念が実際の秩序を明確に表している場合には，秩序理念は精
神的構成要因において明確な位置を占めることができると考える。
② 経済政策構想
多くの議会制民主国家では「経済政策構想JI6) （この概念及び体系的な捉え
方は拙著でも参照されたい。）を明らかにしている。国家ないし政府が一般的
で長期的に重要な政策目的と経済政策原理が指導像に結びついている経済政策
構想、に基づいて活動する場合，実践的な経済政策構想、はそれに該当する経済秩
序の主要な決定要因とみなすことができる。
国家（この概念は拙稿I7）で示している。）が経済政策の長期的指導象に方向
づけている諸施策を実践する場合 国家が公布した様々な原則とその主旨は次
第に公布されるようになってきている。
経済政策構想、を明白な理念に依拠して実現しているドイツの例でみても，経
済政策の担い手はオルド自由主義の秩序理念に依拠している「社会的市場経済」
( Soziale Marktwirtschaft）の経済政策構想に背いている点もある。例えば
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各種の規制や保護政策はオイケンが唱えた「競争秩序」（Wettbewerbsor-
dnung）を疎外し，通常体系整合的でない政策手段カ吸入されている場合となっ
ている。国家がその「社会jを誤用して市場経済の秩序原則を変形させ，ある
いはまったく無効にさせる場合が生じてはならない。市場経済の秩序理念その
ものは，「競争秩序」の枠内で経済的勢力を阻止し，特権と同様にそれを分散
させ，競争規制の形態で縮小させることになるという性格があるからである。
その「競争秩序」をミクロ経済領域で補完するために，マクロ経済領域におい
て恒常的で， しかも積極的な景気政策を望んでも，景気政策の概念の主張，つ
まり恒常的な好景気と実際の景気政策 つまり経済成長の達成は相互に矛盾し
ている場合が多い。
4 経済秩序の偶有的決定要因
経済秩序の偶有的決定要因には様々な決定要因が挙げられるが，ここでは貨
幣ないし貨幣制度の秩序についてのみ説明する。
(1) 貨幣ないし貨幣制度の秩序
貨幣には本源的機能（一般的交換手段になること）とそれから派生した派生
機能（価値尺度，価値貯蔵，支払い手段）がある。これらの機能を根本的に果
たすものが貨幣ないし貨幣制度の秩序である。
オイケンは市場経済秩序を維持するためには，特に「競争秩序jを維持する
ためには，貨幣価値の安定こそが至上命題であることを強調している。オイケ
ンの主張は競争秩序の貨幣法制を構築することであるから，貨幣価値の安定，
為替レートの安定を自動的にもたらせる制度が必要になるというのである。そ
のためには，中央銀行が国家から独立した形で貨幣政策や金らの独立性は極め
て重要なことである。
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5 経済秩序の決定要因に基づく経済秩序の類型
(1）経済秩序の決定要因となる「計画体制と調整体制の優位性jに基づく経
済秩序の類型
これまでに吟味し、検討してきた経済秩序の形態的決定要因のうち規制的決
定要因に関する決定要因の一つである「計画体制jと「調整体制Jをどのよう
に優位に置くのかによって，経済秩序の類型は異なってくる。
ベータァスは「計画体制と調整体制の優位性J( Dominanz des Planungs-
und Koordinierungssystems) 1 8 ＞を決定要因ないし標徴として経済秩序を類型
化している。
その決定要因は個別経済（ミクロ経済）あるいは集団（組織集団ないし結合）
あるいは国家（政府と同義。ここでは中央官庁ないし主管官庁を含める。）の
それぞれの計画が経済経過と経済発展を権威を持って決定するか否かを確定で
きる基準ないし標徴になるものである。例えば，「中央管理経済Jにおいて消
費財の交換が認められる場合には ミクロ経済は消費財交換の個別計画を設定
できるが，経済経過はその核心において国家の計画，つまり，いつ，何を，ど
のようにして，どこで生産し，分配するのかを決定することに関連している。
主要な計画体制も調整体制も通常主要な計画手段と調整手段を用いて認められ
ているものである。例えば，ミクロ経済諸関係における市場調整がマクロ経済
諸関係を指令した発展計画に本質的な影響を及ぼす場合には，マクロ経済の計
画体制と調整体制が必須である。これらの体制の特徴は総需要管理に影響を及
ぼす市場調整となっている点にある。
次頁の表3-2の横の欄は，主要な経済主体である個別経済（ミクロ経済の
家計部門，企業部門），集団及び国家のそれぞれの計画を示し，縦の欄は優位
な生産体制と調整体制を示し，（ ）内には主要な計画手段と調整手段を記入
したものである。 I9）この表から次の少なくとも四つの計画体制と調整体制を明
らかにすることができる。
第1に，市場調整化を明らかにすることができる。この調整化は，古典的な
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市場交換，つまり貨幣と商品の交換の計画手段と調整手段として役に立つとい
うことである。集団計画の特殊な市場調整化は つまり大抵の場合双方独占の
形態では，集団交渉と集団契約を通じて行われることである。
表3-2 経済秩序の決定要因となる「計画体制と調整体制の優位性」に基
づく経済秩序の類型
優体（主位制要、宇と＼な主調計＼里整画体よ手段；リヶと＼調＼整＼優手位＼駒な＼計画 個間別山経済計町画 集団計画 国家計画
市場 （市場交換：貨幣と商品） 市場経済
調整化 （集団交渉：調整契約） 市場管理型集団経済
マクロ経済諸関係（循環量による
総需要管理という目的達成計画， 総需要管理型 市場管理・総方向づけのデータ［情報］，国家
と自律集団との協調行動）の影響 市場経済 需要管理型集
を受けるミクロ経済諸関係の市場 団経済
調整化（市場）
メゾ経済諸関係（経済部門の経済
諸量の部門目的達成計画，国家と 経済部門管理 経済部門管理自律集団との協調行動）を指令し
た経済発展計画の影響を受けるミ
型市場経済 －市場管理型
クロ経済諸関係の市場調整化（市 集団経済
場）
中央 （中央計画の指令） 中央管理経済
調整化 （集団交渉，調整予約） 中央調整型集団経済
資料： Peters,H. -R., ,,Ordnungstheoretische Ansatze zur Typisierung 
unvollkommener Wirtschaftsordnungen", Hαmburger‘Jαhrbuch 
fur Wirtschafts-und Gesellschαiftspolitiた， Bd.18, 1973, S. 69. 
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第2に，マクロ経済諸関係の市場調整化を明らかにすることができる。この
調整化は，経済主体の諸計画が市場を調整することであると同時に，その諸計
画は総需要管理という目的達成計画，方向つけのデータ（すなわち，情報）及
び協調行動によって感知できる影響を及ぼすということであり，マクロ経済諸
量を用いて国家が指令した発展計画を通じて行われることである。
第3に，ミクロ経済諸関係の市場調整化を明らかにすることができる。この
市場調整化は，経済主体の諸計画が市場を調整することであると同時に，メゾ
経済諸関係，つまり特に経済部門の諸関係は，各部門の目的達成のための計画
国家と自律集団との協調行動によって本質的に影響を及ぼすように国家が指令
した発展計画になるということである。
第4に，国家による中央調整化を明らかにすることができる。この調整化は
通常国家が策定した中央計画を明示する手段として役立つている。その調整化
に当たって，集団交渉や調整の予約を通じてやはり中央計画を明示した最終的
に成り立つ調整作用を必要とする場合には，集団の諸計画の特殊な中央調整化
がなされている。
経済主体のその時々の主要な諸計画と主要な計画手段と調整手段との組み合
わせから経済秩序の基本類型を得ることができる。 20) 
① 「中央管理経済」の特徴は，国家の諸計画か日常的な経済経過も長期的
な経済発展も決定するが，国家の個別経済計画も策定して実践できるという点
にある。この個別経済計画は国家が指令して中央官庁に作成させるので，様々
な調整が必要になる。その場合の調整手段は他の方式の調整手段，例えば，消
費財の自由交換，商品の提供契約などとも関連する手段となる。
② 「市場経済］では，優位な諸計画は本源的にみて市場における自由価格
で調整されている。これに対して，国家の活動の需給は行政計画と政府の価格
（公定価格）設定は相互に調和している。さに，市場経済では，通常集団経済
では，例えば，カルテル，強大なコンツェルンは利己的に市場調整を変造する
という問題点がある。
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③ 「総需要管理型市場経済」の特徴は，国家がミクロ経済主体と集団にも
たらせ，少なくとも部分的にそのミクロ経済諸計画を総需要管理という目的達
成計画の方向づけのデータすなわち情報であるいはそれに基づく国家の諸施策
を実践するという点にある。
総需要管理は，本来マクロ経済諸量とマクロ経済諸関係に恒常的に影響を及
ぼすので，総需要管理は極端な景気状況を避けて，景気の変動を平準化しよう
とするものである。そのため，経済政策の手段 特に財政政策の手段が重視さ
れている。それらの手段はマクロ経済秩序の枠内における恒常的で適度な経済
成長のもとで物価水準の安定，高い雇用率，国際収支の均衡を同時に達成する
のに貢献している。
総需要管理はミクロ経済諸量を変動させるので，総需要管理そのものはミク
ロ経済諸量とミクロ経済諸関係に関連する。マクロ経済諸量の直接調整は不可
能であるから，消費行動や投資行動のような特定のミクロ経済諸量の未決定量
に大きな影響が生じる。
さらに，自律した経済主体，すなわち ミクロ経済過程の諸要素がどのよう
にしてもたらされ，総需要管理の観点から，例えば，納税を必然的にさせるよ
うな行動をとらせるという問題が出てくる。それは自律したミクロ経済の決定
者の動機は総需要管理の影響を受けるし，その決定者はどのような行動が総需
要管理政策として正しいのかについて教えるべきであるという問題である。
国家は総需要管理の手段となる景気政策の手段として財政・金融政策の手段
を活用する。マクロ経済の発展という目的達成のためにも マクロ経済諸量と
マクロ経済諸関係の政策目的を総需要管理の目的として設定すべきである。こ
のような政策目的達成計画の議論の目的は，その時々のマクロ経済の様々な要
求と可能性を考慮して，その議論に参加した自律集団の経済行動様式を調和さ
せることに設定すべきである。
そのような総需要管理という目的達成計画と協調行動が総需要管理の多くの
目立った標徴を表し、これまでに多少とも成果が上がっているような殆ど拘束
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力のない議論の形式であっても，本来の総需要管理が景気政策のための財政・
金融政策になることを誤認してはいけない。
④ 「経済部門管理型市場経済」の特徴は，国家が指令した経済部門発展計
画を通じて，また構造政策の方策に基づく多種多様な部門別の特殊施策を通じ
てミクロ経済の主要な経済計画に影響を及ぼすという点にある。このような影
響を及ぼす国家の施策は自律集団との協調行動及び部門別発展策となる目的達
成計画に役立つものである。
ところで，「協調行動」というものは，市場現象以外のことで有効な動機に
影響を及ぼし，動機づけを変えさせる行動である。このことを論じているホツ
プマン（E.Hoppmann）は「動機の以心、イ云，L、J(Motiv 
題，つまり目的達成計画の委託や浸透として捉えている。この意味で，シュレッ
ヒト（0.Schlecht）やトゥーフトフェルト（E.Tuchtfeldt）は協調行動を行
わせる経済政策の手段として「道徳的説得J(Moral Suasion）が有効である
と考えているo22) 
以上のような特徴がみられる経済秩序の類型のほかに，市場管理，総需要管
理及び市場管理，経済部門管理及び市場管理のそれぞれに役立つ集団経済の類
型が考えられる。これらの類型は，集団が市場経済などを管理し，集団の諸計
画を経済経過と経済発展を優位に決定する場合だけに その時々の市場経済に
対応する類型から類別できるものである。 23) 
「市場経済」の類別では，国家の役割が需要である。国家の役割は国家が指
令した経済発展のための総需要管理計画あるいは経済部門管理計画を自律集団
の決定者に示すことである。この場合にはミクロ経済における「動機の以心伝
心J問題が公開されていることになる。
経済秩序が集団経済の類型で展開している場合には 国家の政策は「経済部
門管理型市場経済Jにおけるその経済政策の目的を容易に浸透させるために実
践していないので，極めて多くのことを議論すべきである。
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「中央管理型集団経済」の特徴は，中央官庁などの経済集団がその経済計画
それ自体を作成するが，計画の企画の完全な達成あるいは部分的な達成は本源
的には個別集団の代表者から構成されて成り立つ中央の集団機関が指令した計
画から生じるという点にある。副次的には 集団がそのような計画に限ってそ
の諸関係を自律集団との討議 自由な集団契約などを通じて形成することがで
きる。
(2）経済秩序の決定要因となる「計画体制と調整体制の優位性」と「生産手
段の処分権の優位性」に基づく経済秩序の類型
ベータァスは前述の5の視点とは異なる視点から経済秩序を類型化している。
それは「計画体制と調整体制の優位性Jと「生産手段の処分権の優位性J
(Dominanz der Verfogungsgewalt iiber Produktionsmittel) を決定要因な
いし標徴とした経済秩序の類型化である。
資本主義の市場管理と生産手段の私的処分権ないし使用権は根本的には相互
に制約されている。このことは，資本主義において労働者が資本家と労働者の
それぞれの生産手段の私的処分権に影響を及ぼすことを除いた場合で妥当する
ことである。
市場管理は経済主体が自由に，つまり国家の干渉なく生産手段を処分できる
場合に純粋に機能することである。しかし 市場管理の規制は労働集団が形式
的には規制された生産手段の処分権を共有する企業に影響を及ぽすであろうし，
競合する生産物を市場で購入する場合にも生じるであろう。
市場経済管理は個別経済主体が生産手段を完全に自由に処分できる資本主義
の市場経済において成り立っている。中央当局が生産手段の処分権も持つ場合
だけに，中央管理が成り立つわけである。
資本主義における中央管理経済と同様に 中央管理型集団経済は定義で存在
しているわけではない。集団経済あるいは国家による中央管理は生産手段の私
的処分権を取り上げてしまうからである。
以上のことからみても 「計画体制と調整体制の優位性」と「生産手段の処
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分権の優位性Jに基づく経済秩序の類型は，次の表3-3のとおりである。
表3-3 経済秩序の決定要因となる「計画体制と調整体制の優位性」と
「生産手段の処分権の優位性」に基づく経済秩序の類型
「生産体制と調整体制の優
生産手段の私的処分権位性」に基づく経済秩序 生産手段の公的処分権
市場経済
資本主義の混合市場経 社会主義の混合市場経
i斉 j斉
総需要管理型混合市場経済
資本主義の総需要管理 社会主義の総需要管理
型混合市場経済 型混合市場経済
経済部門管理型市場経済
資本主義の経済部門管 社会主義の経済部門管
理型混合市場経済 理型混合市場経済
市場管理型混合集団経済
資本主義の市場管理型 社会主義の市場管理型
混合集団経済 混合集団経済
総需要管理型・市場管理型
資本主義の総需要管理 社会主義の総需要管理
混合集団経済 型・市場管理型混合集 型・市場管理型混合集
団経済 団経済
経済部門管理型・市場管理 資本主義の経済部門管 社会主義の経済部門管
型混合集団経済 理型・市場管理型混合 理型・市場管理型混合
集団経済 集団経済
中央管理型混合集団経済 社会主義の中央管理型
混合集団経済
中央管理経済 社会主義の中央管理経
済
資料： Peters,H. -R., Ordnungstheoretische, a. a. 0., S. 75. 
以上は，経済秩序の決定要因論に関するペータァスの所論を吟味検討してき
たものである。経済秩序の決定要因は次の表3-4～表3-6のようにまとめ
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ることカfできる。
表3-4 経済秩序の決定要因の種類
種類｜ 例
道徳的決定要因 ｜習慣，慣習，伝統，労働意欲など
精神的決定要因 ｜秩序理念，経済政策の誘導管理像，経済学的認識など
｜計画と誘導の形態，生産手段の処分権の形態，企業形態，
形態論的決定要因｜
E 貨幣制度など
法的決定要因 ｜経融制，その他の経済的に重要な諸決定など
制度的決定要因 ｜組織集団ないし結合，自由な労働組合， l国の中央銀行
表 3ー 5 経済秩序の構成的決定要因
経済秩序の構成
的決定要因
例
物的構成要因
マクロ経済の誘導体制と調整体制の形態，生産手段の自由
な処分権ないし使用権
法的構成要因 経済法制
精神的構成要因｜支配的な秩序理念，経済政策の誘導像
表3-6 経済秩序の偶有的決定要因
経済秩序の ｜価格形成の形態 利害の調整と責任の方式，企業の類型，
偶有的決定要因｜組織集団ないし結合の類型，所得形成と財産形成の促進形
態など
むすび
以上のようなベータァスの所論の根底には，オイケン，ゾムバルト，ヘンゼ
ル（K. P. Hensel)，タールハイム（K.C. Thalheim）の所論をペータァス
が継承しているとともに それらの所論のいくつかの論点を導入していること
が分かる。とりわけ，ベータァスは経済秩序の決定要因論における形態論的思
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考方法にも着目し 経済秩序の決定要因として 構成的決定要因と偶有的決定
要因を区別して提示していること さらに生産手段の処分権ないし使用権とい
う経済秩序の決定要因に着眼して誘導体制と調整体制の形態の典型的な組み合
わせを考えた経済秩序の形態を類型化し，さらに「計画体制と調整体制の優位
性jと「生産手段の処分権の優位性」に基づいた経済秩序の類型化を試みてい
る。これらの点においてベータァスの所論の特徴がある。
ベータァスの所論にはないが，経済秩序の決定要因については他の決定要因
もあるはずである。今日の議会制民主国家における経済秩序ではさらに，「社
会的決定要因」（例。人口の増加，人口構造の変化，生活条件の変化［国民意
識の向上，国民の価値観の変化，国民生活と社会との関係の変化など］，工業
化社会の進展，脱工業化社会に関する意識や環境政策の高揚など）に加えて，
ゾムバルトも強調しているように，「技術的決定要因」（例。技術革新，高度情
報化の進展など）も必要である。これらの決定要因の簡単な説明さえもここで
は割愛する。
今後，拙稿において検討すべきことは，検討済みのことも含めて改めて，経
済秩序の主観的な決定要因を強調した経済秩序論，経済体制の形態理念と経済
の基本形態の理念を中心とした経済秩序論，経済計画数に基づく純粋の経済体
系を類別した経済秩序論，混合経済秩序と秩序機能に起因した方法に役立つ手
段を分類、した経済秩序論などにおいて経済秩序の決定要因を吟味・検討するこ
とである。それと同時に，経済秩序の決定要因となるべき標徴を提示した私見
の経済秩序の決定要因論を提示することも必要である。
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